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 (2) 連結財政状態   

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％27年6月期第1四半期 17,125 9.3 416 △37.8 456 △32.5 257 △30.626年6月期第1四半期 15,670 9.4 669 121.2 676 108.5 371 135.3（注）包括利益 27年6月期第1四半期 219百万円 （△46.3％） 26年6月期第1四半期 408百万円 （138.8％）1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益円 銭 円 銭27年6月期第1四半期 15.08 ―26年6月期第1四半期 21.73 ―総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産百万円 百万円 ％ 円 銭27年6月期第1四半期 32,791 14,861 45.3 869.4726年6月期 32,107 14,926 46.5 873.28（参考）自己資本 27年6月期第1四半期 14,861百万円 26年6月期 14,926百万円2. 配当の状況 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭26年6月期 ― 8.00 ― 14.10 22.1027年6月期 ―27年6月期（予想） 8.00 ― 15.00 23.003. 平成27年 6月期の連結業績予想（平成26年 7月 1日～平成27年 6月30日）  （％表示は、対前期増減率） （注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭通期 69,500 2.8 2,900 1.6 2,950 0.4 1,570 3.9 91.85



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 (2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 (3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 (4) 発行済株式数（普通株式） ※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 この四半期決算短信は金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 ※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項につきましては、添付資料3ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。 

※ 注記事項新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有② ①以外の会計方針の変更 ： 有③ 会計上の見積りの変更 ： 無④ 修正再表示 ： 無① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年6月期1Q 17,560,242 株 26年6月期 17,560,242 株② 期末自己株式数 27年6月期1Q 467,711 株 26年6月期 467,711 株③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年6月期1Q 17,092,531 株 26年6月期1Q 17,092,531 株



○添付資料の目次

 

１．当四半期決算に関する定性的情報 …………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 3

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 3

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 …………………………………………………………………………… 4

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ………………………………………………………… 4

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ………………………………………………………… 4

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ……………………………………………………… 4

３．四半期連結財務諸表 …………………………………………………………………………………………………… 5

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… 5

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 7

（四半期連結損益計算書）  

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 7

（四半期連結包括利益計算書）  

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 8

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………… 9

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 9

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… 9

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 9

 

- 1 -



１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和を背景に円安と株高

の状態を維持し、企業収益や雇用情勢は改善が続いております。一方、個人消費につきましては、消費税増税

前の駆込み需要の反動減から持ち直しつつあるものの、円安による物価上昇懸念なども影響し回復のペースは

緩やかであり、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

自動車業界においては、国内新車の販売台数は前年同四半期連結累計期間（以下、前年同四半期という）

比で96.3％（日本自動車工業会統計データ）となり、消費税増税による消費マインドの冷え込みの影響を強く

受け低調な実績となっております。消費税増税直後は受注残の出荷があり若干の減少に留まっておりました

が、当第１四半期連結累計期間においては新規受注が伸び悩んだ結果、減少幅が大きくなりました。海外への

輸出につきましては、円高是正が更に進み輸出には良い状況になったものの、最大市場である北米向けの輸出

が減少した影響が大きく、新車輸出台数は前年同四半期比で96.5％と減少いたしました。また、中古車市場も

新車同様に消費マインドの低下により減少傾向となっております。内訳では、国内中古車登録台数は前年同四

半期比で96.5％と低調な結果となりました。一方で、輸出中古車台数は前年同四半期比で104.6％と増加傾向

を持続しました。

 こうした環境下で当社グループの主力セグメントである自動車関連事業においては、主要取引先である日産

自動車の新車販売台数が減少したことにより日産関連の輸送売上は減少しましたが、新たな輸送需要の獲得に

成功したことにより、自動車関連全体の売上高は前年同四半期比で増加いたしました。ヒューマンリソース事

業は、積極的な営業活動および営業体制の強化により顧客開拓活動を強力に推進し、派遣事業の新規拡大を積

極的に展開しました結果、売上高は前年同四半期比で増加いたしました。また、一般貨物事業においても、売

上高は前年同四半期比で増加いたしました。

自動車の国内流通に関連する台数 単位：台 

国内販売 平成25年７月～平成25年９月 平成26年７月～平成26年９月 前年比 

新車        

国内メーカー *1 1,290,383 1,242,962 96.3% 

(うち日産自動車) *1 (180,390) (157,066) （87.1%) 

海外メーカー *2 71,237 69,545 97.6% 

中古車        

乗用車 *3 899,991 858,339 95.4% 

軽自動車 *4 690,405 676,185 97.9% 

中古車計   1,590,396 1,534,524 96.5% 

永久抹消登録車 *3 64,099 59,396 92.7%

         

輸出 平成25年７月～平成25年９月 平成26年７月～平成26年９月 前年比 

国内メーカー新車 *1  1,189,297  1,147,292 96.5% 

(うち日産自動車) *1 (164,361) (122,118) (74.3%) 

中古乗用車 *5 350,910 366,908 104.6% 

*1 日本自動車工業会統計より算出  *2 日本自動車輸入組合統計より算出  *3 日本自動車販売協会連合会統計より算出 
*4 全国軽自動車協会連合会統計より算出  *5 日本自動車販売協会連合会統計の輸出抹消登録台数より試算 

 

以上の結果、当期における当社グループの業績は、売上高171億25百万円（前年同四半期比109.3％）、営業利

益４億16百万円（前年同四半期比62.2％）の増収減益となりました。営業外損益を加味した結果、経常利益は４

億56百万円（前年同四半期比67.5％）となり、四半期純利益は、２億57百万円（前年同四半期比69.4％）となり

ました。 
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①自動車関連事業

当事業においては、当社の主要取引先である日産自動車の国内販売の売れ行きは、消費税増税による駆込

み需要の反動減の影響を大きく受け減少し、国内新車販売台数は157,066台（前年同四半期比87.1％）とな

り、輸出台数も減少し、122,118台（前年同四半期比74.3％）となりました。（日本自動車工業会統計デー

タ）

この影響を受け、日産車の新車輸送については売上減となりましたが、日産以外の新車・中古車及び輸送

関連事業につきましては前年同期を上回り、自動車関連事業全体の売上を増やすことが出来ました。

これらの結果、売上高は131億73百万円（前年同四半期比108.4％）となりましたが、セグメント利益は６

億66百万円（前年同四半期比88.3％）となりました。車両輸送事業は国内自動車市場が成熟期に入り需要の

先行きが不透明であり、また少子高齢化の影響を受け若年層乗務員の確保が難しくなるなか、燃料費上昇が

進行する厳しい環境下にあります。このような状況に対し当社グループは、輸送品質の向上により顧客の信

頼を勝ち取り売上を維持・拡大すると共に、輸送コスト削減に向けた取り組みを強化・徹底し、確実に収益

を生み出せる企業グループ作りへ邁進しております。

 

②ヒューマンリソース事業

 当事業においては、景気が改善傾向を示すなか雇用情勢も改善に向かってはおりますが、顧客企業の派

遣・請負料金に対する姿勢は依然厳しい状態が続いております。このような状況の中、当社グループは積極

的な営業活動および営業体制の強化により顧客開拓活動を強力に推進し、また派遣事業の新規拡大を積極的

に展開しました結果、売上を増加させることができ、売上高29億15百万円（前年同四半期比113.5％）を確

保しましたが、求人コストの増加等によりセグメント利益は１億９百万円（前年同四半期比81.5％）となり

ました。

 

③一般貨物事業

当事業においては、売上高は11億40百万円(前年同四半期比111.5％）と好調な実績となりましたが、港湾

荷役作業の売上げ構成の変化による外注作業増や、輸送面では配送増に伴う傭車費用増等により、セグメン

ト利益は78百万円（前年同四半期比55.2％）となりました。

 

なお、上記報告セグメントに含まれていない全社費用（当社の管理部門に係る費用）及びのれんの償却額

等は「３．四半期連結財務諸表の（セグメント情報）」に記載の通り「調整額」の項目として計上してお

り、４億38百万円となります。

 

（２）財政状態に関する説明

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ２億61百万円（1.8％）増加し、146億14百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が３億52百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が１億67百万円増加した

ことや、商品が１億30百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ４億22百万円（2.4％）増加し、181億76百万円となりました。

これは主に、建物及び構築物が３億62百万円、機械装置及び運搬具が１億13百万円増加したことなどによ

ります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ６億83百万円（2.1％）増加し、327億91百万円となりまし

た。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ７億12百万円（7.1％）増加し、107億79百万円となりました。

これは主に、未払法人税等は５億88百万円減少したものの、短期借入金が10億80百万円増加したことなど

によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ36百万円（0.5％）増加し、71億50百万円となりました。

この結果、負債は前連結会計年度末に比べ７億49百万円（4.4％）増加し、179億30百万円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ65百万円（0.4％）減少し、148億61百万円となりました。

これは主に、四半期純利益を計上したものの、剰余金の配当などにより、利益剰余金が37百万円減少した

ことなどによります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成26年8月8日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

 退職給付会計基準等の適用にあたっては、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が240百万円増加し、利益剰余金が155百万

円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益へ

の影響は軽微であります。

 

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

 当社及び国内連結子会社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除く）及びリース資産を除き、定率法を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期

間より定額法に変更しております。

 当社は、平成26年５月15日にタンチョンインターナショナルリミテッドと資本業務提携契約を締結したことに

伴い、ASEAN諸国での事業展開の取り組みを本格化しており、今後は海外における物流拠点の新設等、海外投資

が本格化することが見込まれております。

 以上のような事業環境の変化を契機として、国内外のグループの会計方針の統一と期間損益の適正化の観点か

ら有形固定資産の減価償却方法について見直しを行った結果、当社及び国内連結子会社の有形固定資産は耐用年

数内で安定的に稼動しており、減価償却方法を定額法に変更し、使用期間にわたり費用を均等に負担させること

が、事業の実態をより適切に反映するものと判断いたしました。

 この変更による当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽

微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,236 4,883 

受取手形及び売掛金 7,492 7,660 

商品 324 454 

貯蔵品 100 97 

繰延税金資産 269 271 

その他 1,012 1,336 

貸倒引当金 △83 △89 

流動資産合計 14,353 14,614 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,083 3,446 

機械装置及び運搬具（純額） 172 286 

工具、器具及び備品（純額） 71 73 

土地 8,279 8,279 

リース資産（純額） 1,592 1,576 

建設仮勘定 25 9 

有形固定資産合計 13,224 13,671 

無形固定資産    

のれん 1,479 1,493 

その他 566 546 

無形固定資産合計 2,045 2,040 

投資その他の資産    

投資有価証券 989 992 

長期貸付金 75 68 

繰延税金資産 523 503 

その他 1,031 1,024 

貸倒引当金 △136 △123 

投資その他の資産合計 2,483 2,465 

固定資産合計 17,754 18,176 

資産合計 32,107 32,791 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 3,478 3,540 

短期借入金 610 1,690 

1年内返済予定の長期借入金 1,193 1,287 

未払法人税等 792 203 

未払消費税等 441 438 

賞与引当金 410 324 

転貸損失引当金 15 15 

その他 3,125 3,279 

流動負債合計 10,067 10,779 

固定負債    

長期借入金 1,663 1,597 

繰延税金負債 193 96 

再評価に係る繰延税金負債 1,088 1,088 

役員退職慰労引当金 422 448 

転貸損失引当金 44 40 

退職給付に係る負債 2,182 2,408 

資産除去債務 38 36 

その他 1,480 1,433 

固定負債合計 7,113 7,150 

負債合計 17,181 17,930 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,390 3,390 

資本剰余金 3,204 3,204 

利益剰余金 8,870 8,833 

自己株式 △152 △152 

株主資本合計 15,313 15,275 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 27 31 

土地再評価差額金 △705 △705 

為替換算調整勘定 88 78 

退職給付に係る調整累計額 202 180 

その他の包括利益累計額合計 △386 △414 

純資産合計 14,926 14,861 

負債純資産合計 32,107 32,791 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 15,670 17,125 

売上原価 13,440 14,987 

売上総利益 2,230 2,138 

販売費及び一般管理費 1,561 1,722 

営業利益 669 416 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 0 1 

受取手数料 19 15 

持分法による投資利益 0 9 

その他 17 39 

営業外収益合計 38 66 

営業外費用    

支払利息 20 16 

貯蔵品処分損 － 7 

その他 10 1 

営業外費用合計 30 25 

経常利益 676 456 

特別利益    

固定資産売却益 0 0 

特別利益合計 0 0 

特別損失    

固定資産除却損 0 1 

特別損失合計 0 1 

税金等調整前四半期純利益 677 455 

法人税等 305 197 

少数株主損益調整前四半期純利益 371 257 

四半期純利益 371 257 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 371 257 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 0 5 

退職給付に係る調整額 － △22 

持分法適用会社に対する持分相当額 35 △22 

その他の包括利益合計 36 △38 

四半期包括利益 408 219 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 408 219 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

 
自動車関連

事業 

ヒューマン
リソース 
事業 

一般貨物 
事業 

計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高            

外部顧客への売上高 12,145 2,513 1,012 15,670 － 15,670 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
7 55 10 73 △73 － 

計 12,152 2,568 1,022 15,744 △73 15,670 

セグメント利益 755 134 142 1,031 △362 669 

（注）１．セグメント利益の調整額△362百万円には、全社費用△280百万円、のれんの償却額△82百万円、セ

グメント間取引消去0百万円が含まれております。全社費用は報告セグメントに帰属しない当社の

管理部門に係る費用であります。

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

 
自動車関連

事業 

ヒューマン
リソース 
事業 

一般貨物 
事業 

計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高            

外部顧客への売上高 13,158 2,845 1,121 17,125 - 17,125 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
15 70 18 104 △104 - 

計 13,173 2,915 1,140 17,229 △104 17,125 

セグメント利益 666 109 78 854 △438 416 

（注）１．セグメント利益の調整額△438百万円には、全社費用△357百万円、のれんの償却額△82百万円、セ

グメント間取引消去1百万円が含まれております。全社費用は報告セグメントに帰属しない当社の

管理部門に係る費用であります。

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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